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２０２０年９月３日

調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 事務局

逆潮流アグリゲーションの調整力としての活用と
供給計画の整合確認について

第53回調整力及び需給バランス評価等に
関する委員会 資料２



2逆潮流アグリゲーションの調整力(電源Ⅰ´)としての利用拡大に向けた検討について

◼ 国の審議会において、逆潮流アグリゲーションの調整力(まずは電源Ⅰ´)として利用拡大に向けた議論が進められている。そ
の中で、調整力公募ガイドラインを見直す方向で検討を進め、具体的な見直しの内容については、技術的な課題への対応
を踏まえることとしている。その課題の一つとして「逆潮流として供出したkW価値の評価方法についての課題」の詳細検討につ
いて、広域機関にタスクアウトされているところ。

出所）第43回制度設計専門会合 資料6抜粋
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/e
msc_system/043_haifu.html

逆潮流として供出したリソースと供給計画との整合について
エネ庁、詳細については、広域機関において対応を検討す
ることとしている

https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/043_haifu.html


3(参考)調整力公募ガイドラインにおける逆潮流アグリゲーションの取り扱い

◼ 現状の調整力公募ガイドライン「一般送配電事業者が行う調整力の公募調達に係る考え方」では、発電事業者の
規模による公平性、コストの透明性等の観点から、募集単位について、電源Ⅰは「原則としてユニットを特定した上で
容量単位による応札」、電源Ⅱは「原則としてユニット単位で募集」としている。

出所）第43回制度設計専門会合 資料6抜粋
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/043_haifu.html

https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/043_haifu.html


4(参考)逆潮流アグリゲーションが期待される事例

◼ 逆潮流アグリゲーションが期待される事例としては、容量は大きいが年間で安定したパフォーマンスが期待できない事
例、容量が小さく最低入札容量を満足しない事例などの調整力への新たな参入が考えられる。

出所）第43回制度設計専門会合 資料6抜粋
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/043_haifu.html

https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/043_haifu.html


5至近の供給力の確保状況について

◼ 至近の供給計画や需給検証では、需給状況に十分な余力があると言える状況ではなく、広域的な需給運用、作業
停止時期の調整、追加供給力の捻出等によって、必要予備率を確保(供給信頼度を維持)しているところ。

◼ したがって、逆潮流アグリゲーション等の活用によって、調整力・供給力の創出を行うことは供給信頼度維持の観点か
ら重要であり、その調達を確実なものとするために、今回の逆潮流アグリゲーションの調整力(電源Ⅰ´)としての利用
拡大に向けた検討に合わせて、「逆潮流として供出したkW価値の評価方法についての課題」について、先行的に取
り組むことが必要と考えられる。

出所）第49回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料3抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2020/chousei_jukyu_49
_haifu.html

出所）2019年度供給計画とりまとめ 2018年度第3回評議員会資料抜粋
https://www.occto.or.jp/kyoukei/torimatome/190329_kyokyukeikaku
_torimatome.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2020/chousei_jukyu_49_haifu.html
https://www.occto.or.jp/kyoukei/torimatome/190329_kyokyukeikaku_torimatome.html


6電源Ⅰ´として供出された供給力の評価方法に係る検討課題について

◼ 電源Ⅰ´として供出された供給力の評価方法に係る課題としては、一般送配電事業者の専用電源(調整力)である
電源Ⅰ´が、小売電気事業者等の供給力と重複して計上されていることが考えられる。

◼ 具体的には、電源Ⅰ´契約において調整力を供出するリソースとして登録されている小規模電源(ポジワット)および
需要家(ネガワット)が、供給計画において小売電気事業者としても非電気事業者※からの供給力の調達として計画
されていること（以下、供給力のダブルカウント(図中の赤点線枠部分)）が考えられる。

◼ 供給信頼度評価において確保されていると評価されていた供給力の一部において、供給力のダブルカウントが発生す
ると、実質的に供給力確保量が減少することとなり、結果として供給信頼度への影響が生じるおそれがある。

◼ 現状、供給信頼度評価を実施している供給計画において、上記の供給力のダブルカウントを防止できるかどうか確認
することとした。

契約 実需給(ポジアグリ導入後)

供給
計画

ポジ

DR

発電

H3需要
×108%

電源Ⅰ´

供給力 供給力

電源Ⅰ´調達量の小規模電源(ポ
ジアグリ)とDR(ネガアグリ)の供給
力のダブルカウントが発生すると、実
質的に供給力確保量が減少する
こととなり、供給信頼度への影響が
生じる

供給力ダブルカウント
(同一電源・需要家が
電源Ⅰ´・供給計画
双方で供給力計上)

※非電気事業者とは、電気事業者(小売電気事業等の用に供する電力の合計が1万kWを超えるもの)以外の卸供給事業者、特定自家発設置者、再生可
能エネルギー設備認定事業者等をいう。



7(参考)現状の供給計画における確認状況（非電気事業者の供給力）

◼ 現状の供給計画においては、電気事業者間の取引は供給力のダブルカウントがないか確認し、整合が取れている（下
図①）。

◼ 他方で、非電気事業者との取引については、小売電気事業者等の計上値(グロス値)を確認しているが、内訳は確認
していない（下図②）。

◼ また、供給計画における需給バランスはH3需要×108%（持続的需要変動対応＋偶発的需給変動対応）で評
価しており、電源Ⅰ´の供給力は評価対象外としている。したがって、電源Ⅰ´のダブルカウントの確認にはそれぞれの契
約内訳が必要となるが、下図②のとおり、供給計画では非電気事業者の内訳を確認しておらず、一般送配電事業者
が管理する電源Ⅰ´の内訳との整合を確認していない（下図③）。

非電気事業者
（小規模電源、需要家）

現状の供給計画の需給バランス評価 事業者間取引の整合性の確認

発電 小売

小売

①電気事業者間

②非電気事業者間

×

電源Ⅰ´×

①
電気
事業者

②
非電気
(発電)

③
電源Ⅰ´

確認

供給力

未確認

③電源Ⅰ´(調整力公募のみの情報)

非電気事業者
（小規模電源、需要家）

一送
△



8(参考)供給計画および電源Ⅰ´における非電気事業者の割合

◼ 供給計画における非電気事業者の供給力は約87万kW(H3需要比率0.6%程度)、電源Ⅰ´におけるDR等の非
電気事業者の供給力は約130万kW(H3需要比率0.9%程度)である。

出所）第50回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料2抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2020/chousei_jukyu_50_haifu.html

年度 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029

非電気事業者供給力 869.0 855.5 610.9 692.3 692.4 691.4 689.1 633.1 632.4 629.7

非電気事業者供給力H3比率 0.55% 0.54% 0.39% 0.44% 0.44% 0.44% 0.44% 0.40% 0.40% 0.40%

●2020年度供給計画における非電気事業者からの調達量※（全国計、単位：千kW）

※太陽光・風力については、一般送配電事業者のエリア想定設備量にて補正(チェック済み)をしていることから含んでいない。また、非電気事業者からの調達分のうち計上量が
多い(100千kW以上)案件については、対象事業者に個別確認をしていることから、含んでいない。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2020/chousei_jukyu_50_haifu.html


9供給力のダブルカウント防止策について

◼ 供給力のダブルカウント防止策としては、以下のような確認業務を追加的に実施することで対応可能となると考えられ
れるがどうか。

➢ 供給計画において、発電事業者および小売電気事業者から、非電気事業者の内訳を新たに取得する。

➢ 上記の供給計画での非電気事業者の内訳表と、一般送配電事業者が管理する電源Ⅰ´のリソース内訳表を
比較することで供給力のダブルカウントの有無を確認する※。

電気事業者

小売等

広域機関 一般送配電事業者

発電 アグリゲーター

非電気事業者
（小規模電源、需要家）

需要家

供給計画 調整力公募

同じものがないか確認
(小規模電源Aがダブルカウント)

非電気事業者の内訳表 電源Ⅰ´内訳表

提出

調達 調達

調達 調達

調達

新規(内訳表) リソース内訳表

追加業務

追加業務

小規模電源A

小規模電源A

※小売等の調達する非電気
事業者間の供給力のダブル
カウントの有無も確認

小規模電源A

新規(内訳表)



10供給力のダブルカウント防止策について

◼ 具体的には、供給力のダブルカウント防止策におけるダブルカウント有無確認のために、広域機関、一般送配電事業
者、発電事業者・小売電気事業者において、以下の追加業務を実施することとしてはどうか。

➢ 【一般送配電事業者】①電源Ⅰ´リソース内訳表共有、④データ突合せ個別確認

➢ 【広域機関】③データ突合せ個別確認

➢ 【発電事業者・小売電気事業者】②非電気事業者調達分の内訳表作成

~11月 12月 1月 2月 3月

一般送配電
事業者

調整力公募

供給計画

広域機関

発電事業者
小売電気事業者

(2022供計からアグリゲーターも追加)

③データ突合せ
個別確認

事業者との契約協議落札候補者決定

①電源Ⅰ´内訳表共有

供給計画作成

供給計画作成

供給計画確認

供計提出（12～2月）
供計提出に合わせ②非電気事業者調達分※の内訳作成
※アグリゲーターは、調達分・受け渡し分の内訳

供計共有

①電源Ⅰ´ ②供計

A

A

ダブルカウント

現状業務 追加業務

【凡例】

④データ突合せ
個別確認



11今後の制度変更との整合

◼ 現在、国の審議会にて、アグリゲーターを「特定卸供給事業者」として電気事業法上に新たに位置づけることが検討
されているところ。（アグリゲーター制度を2022年4月1日に円滑に開始すべく議論しているところ。）

◼ 上記制度においてアグリゲーターが提出する供給計画について整理されることとなるが、その場合、今回整理した供給
力のダブルカウント防止策を踏まえ検討すべきと考えられることから、引き続き、国と連携して検討を進めていく。

出所）第５回持続可能な電力システム構築小員会
資料１抜粋

https://www.enecho.meti.go.jp/committee
/council/basic_policy_subcommittee/syste
m_kouchiku/005/

今回整理した供給力のダブルカウント
防止策を踏まえ検討していく

https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/system_kouchiku/005/


12(参考)将来的な方向性との整合

◼ 「再エネ型経済社会」の創造に向けて、将来的に分散型エネルギーリソースの状況を把握することは益々重要になっ
てくると想定される。非電気事業者の内訳を把握するという今回の取り組みは、このような将来的な方向性とも整合
していると考えらえる。

【出典】第16回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 資料2
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/016.html

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/016.html


13まとめと今後のスケジュール

◼ 「逆潮流として供出したkW価値の評価方法についての課題」は今回整理した供給力のダブルカウント防止策を実現
することで対応可能と考えられるがどうか。引き続き、2022年度向け調整力公募に向けて国と連携して準備を進め
ていくこととしたい。

◼ 他方で、調整力・供給力の創出を行うことは供給信頼度維持の観点から重要であり、その調達を確実なものとするた
めに、最新の供給計画においてもダブルカウントの有無を確認することが必要であると考えられるがどうか。供給力計上
ガイドラインの見直しなど、2021年度供給計画に向けて、先行して国と連携して対応していきたい。

出所）第11回ERAB(エネルギー・リソース・アグリゲーション・ビジネス)検討会 資料４に青字追記
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/energy_resource/011.html

今回

最新の供給計画から適用していく

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/energy_resource/011.html


14(参考)電源Ⅰ´内訳表共有（一送→広域）

◼ 電源Ⅰ´契約電源一覧表（発電、DR）のうち必要な情報を広域機関に共有する。

◼ PDFや手書きの場合、エクセル（チェック作業の効率化のため）に落とし込む作業が必要となる。

【電源Ⅰ´契約電源一覧表（発電）】 ※関西電力殿HPより抜粋

【電源Ⅰ´契約電源一覧表（DR）】 ※関西電力殿HPより抜粋

事業者名 電源等名称 需要者 契約電力
供給地点
特定番号※

ポジワット 〇〇会社 ××発電 － △△kW □□○○

ネガワット － － 〇〇会社 ●●kW ××△△

チェックに必要な情報をエクセルに落とし込む
【必要な情報】 ※ポジワットの場合は受電地点特定番号となる場合もある



15(参考)非電気事業者調達分の内訳作成（発電・小売・アグリ→広域）

◼ 現状の供給計画の帳票に、非電気事業者調達分の内訳を記載することは難しい。

◼ これに加え、チェックの効率化の観点も踏まえると、新たに帳票を作成することが現実的と考える。

【現状】 非電気事業者からの調達の記載（イメージ）

備考欄に記載する案もあるが、複数社ある場合はセルに収まらない
場合があること、チェックが人間系になることから別対応が必要

電源種別 事業者名 電源等名称 需要者 供給力
供給地点
特定番号※

ポジワット 〇〇会社 ××発電 － ■■kW □×○△

ネガワット － － 〇〇会社 ○○kW ××△△

【新たな帳票】

①電源一覧表とのチェックを考慮

※ポジワットの場合は受電地点特定番号となる場合もある


